
下水道事業の概要について

長野市上下水道局 下水道整備課

施設整備から管理運営へ

良好な暮らしと環境を持続させる長野市の下水道
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資料１



ご説明する内容

１ 下水道事業の歩み

２ 下水道事業の現状

３ 今後の下水道事業

４ 下水道10年ビジョンの将来像

５ 主要施策
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１ 下水道事業の歩み
昭和２８年 8月 長野市公共下水道 事業着手

昭和３４年11月 公共下水道供用開始、川合新田汚水処理場稼動

昭和５６年 8月 東部終末処理場稼動

平成 ３年 3月 千曲川流域下水道下流処理区供用開始

平成 ８年10月 千曲川流域下水道上流処理区供用開始

平成 ９年 4月 南部終末処理場を廃止し、東部終末処理場に統合

平成１７年 1月 合併に伴い、旧豊野町の公共下水道事業を編入

平成２１年 3月 東部浄化センターの1号焼却炉停止に伴い脱水汚

泥の一部をアクアパル千曲へ輸送開始

平成２１年 4月 上下水道局へ「農業集落排水事業」と「戸別浄化

槽事業」を移管し、一元化

平成２２年 1月 合併に伴い、旧信州新町、旧中条村の事業を編入

平成２３年 3月 「長野市下水道１０年ビジョン」策定

平成２５年 3月 人口普及率95.0％事業概成

平成２９年 3月 「長野市下水道１０年ビジョン」の改訂
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２ 下水道事業の現状

計画面積
（ha）

整備面積
（ha）

面積整備率
（%）

処理人口
（人）

水洗化人口
（人）

水洗化率
（％）

人口整備率
（％）

人口普及率
（％）

10,947.3 9,633.8 88.0 356,234 338,549 95.0 98.6 93.6

計画区域内人口
（人）

処理人口
（人）

水洗化人口
（人）

水洗化率
（％）

人口整備率
（％）

人口普及率
（％）

農集（20地区） 7,560 7,560 6,508 86.1 100.0

小規模（2地区） 100 100 89 89.0 100.0

合計 7,660 7,660 6,597 86.1 100.0 2.0

戸別浄化槽に
よる設置世帯数
（世帯）

個人浄化槽に
よる設置世帯数
（世帯）

計
（世帯）

設置率
（％）

処理人口
（人）

人口整備率
（％）

人口普及率
（％）

953 1,856 2,809 37.5 7,250 44.6 1.9

平成28年度末

２ 農業集落排水事業の現状

３ 浄化槽整備事業の現状

１ 公共下水道事業の現状

● 長野市全体の人口普及率 ３７１，１４４（人）÷３８０，４７３（人） ＝９７．５％
全体処理人口 行政人口
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施設の現状

事業名 施設名規模

公共下水道事業
終末処理場 ６箇所
汚水中継ポンプ場 ３箇所
汚水管路延長 ２，１７３ｋｍ

農業集落排水事業
汚水処理場 ２２箇所
汚水管路延長 １９０ｋｍ

戸別浄化槽事業 設置基数 １，００６基

施設一覧表
平成２８年度末
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下水道事業を取り巻く社会環境が変化しています。
人口減少・少子高齢化社会の到来
水道使用量の減少
施設の耐震化と老朽施設の改築・更新
下水道事業概成（平成25年3月）

３ 今後の下水道事業

「長野市下水道10年ビジョン」改訂（平成29年3月改訂）
計画期間 H29～38年（10年間）

「長野市下水道事業経営戦略」策定（平成29年3月策定）
計画期間 H2９～38年（10年間）

施設整備から管理運営へ
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旧ビジョン 改訂ビジョン

将来像
暮らしと水環境を向上させ
る長野市の下水道

良好な暮らしと環境を持続
させる長野市の下水道

基本施策

安心・安全な下水道

環境保全に配慮した下水道

下水道の施設再生

健全な下水道経営
施設の適正な管理

下水道の持続下水道の普及促進

健全な経営

強靭な下水道
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４ 下水道10年ビジョンの将来像



将来像 基 本 施 策 基 本 方 針

強靭な下水道

下水道の持続

健全な経営

適正で効率的な維

持管理による安定

した下水道機能の

確保

健全かつ透明性

のある事業運営

災害に強い安全・

安心な下水道の整

備

良
好
な
暮
ら
し
と
環
境
を
持
続
さ
せ
る
長
野
市
の
下
水
道

主 要 施 策 実 現 方 策

経営健全化

施設の適正な管理 ・管路の巡視点検と調査

計画的な改築更新
・施設の改築更新
（管路施設、汚水処理施設、雨水ポンプ場）

下水道の普及･啓発

・未普及地域の早期解消
（公共下水道の整備、戸別浄化槽の整備、普及
啓発活動の強化）

・情報発信・お客さまニーズの把握

施設の耐震化
・施設の耐震化の推進
（管路施設、汚水処理施設、雨水ポンプ場）

浸水対策
・雨水渠等の重点的・集中的な整備
・官民一体による雨水流出抑制対策の促進

防災・減災対策
・下水道BCPの強化
・浸水被害軽減対策（水門遠隔操作システム
拡充、水位情報監視システム構築）

・持続的な経営
・効率的な組織体制の構築
（民間活力の活用、人員の適正配置と人材育成）

・エネルギー効率の向上
（省エネルギー設備の導入、創エネルギー設備の
導入）

事業の効率化
・施設の統廃合の検討
・下水道全国データベースの活用

５ 主要施策 8



施設の適正な管理① 9

年度別管路布設状況

平成28年度末
2,363㎞



（出典：横浜市ＨＰ） （出典：国土交通省ＨＰ）

施設の適正な管理②

下水道に起因する道路陥没事故

10

車道陥没状況 歩道陥没状況



施設の適正な管理③

巡視点検
点検結果を踏まえ

テレビカメラ調査

管口調査

概ね７年に１度
異常が疑われる箇所
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管路の巡視点検と調査



施設 施設規模 設置年

公
共
下
水
道

終末処理場 ６箇所 S56～H14

汚水中継ポンプ場 ３箇所 S56～H9

汚水管路 2,173km S28～

農
業
集
落
排
水

汚水処理場 22箇所 H6～H19

汚水管路 190km H6～H18

計画的な改築更新①

平成２８年度末

長野市の下水道施設
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機能への
影響度

区
分

保全
方式

適用の考え方 保全方法 設備の種類

大

予
防
保
全

時
間
計
画
保
全

劣化の予兆が
測れないもの

定期的な点検調査、修繕
等による延命化を図りつ
つ目標耐用年数を目安に
改築更新を実施

電気設備

状
態
監
視
保
全

劣化の予兆が
測れるもの

定期的な点検調査、修繕
等による延命化を図りつ
つ必要に応じて改築更新
を実施

機械設備
土木建築
施設
管路施設

小

事
後
保
全

故障・異常の発生後、修
繕又は改築更新を実施

付帯設備
(土木建築)
(電気設備)
(機械設備)

13計画的な改築更新②
設備保全の考え方



14計画的な改築更新③



15計画的な改築更新④



ストックマネジメント計画 事業実施年度
管路 H30～
公共下水道処理場 H31～
雨水ポンプ場 H33～

計画的な改築更新⑤

持続的な下水道機能の確保とライフサイクルコストの低減を図るため、既存
施設の状況を把握、評価し中長期的な施設の状態を予測しながら効率的に管理
する計画。

ストックマネジメント計画策定
（長野市全域）

ストックマネジメント計画

H26策定
長野市下水道長寿命化計画

（末広処理分区・西部処理分区）

H24～26策定
長野市下水道長寿命化計画

（東部浄化センター・安茂里ポンプ場・戸隠高原浄化センター）

雨水ポンプ場

管路 処理場・ポンプ場
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長野駅

善光寺 長野運動公園

市民病院

市役所

県庁

県ﾘﾊﾋﾞﾘｾﾝﾀｰ

長野市下水道総合地震対策計画

施工年度 事業概要

H26 MH浮上抑制 ７基 管更生 600ｍ

H27 MH浮上抑制 20基

H28 MH浮上抑制 ３基 管更生 601ｍ

H29 MH浮上抑制 24基 MHトイレ 10基

17施設の耐震化①



施工状況：市道柳原古里線（中俣）

■マンホールトイレ設置

■マンホール浮上抑制

マンホールトイレ設置状況例

18施設の耐震化②
長野市下水道総合地震対策計画



事業種別

全体計画 平成28年度末 整備状況

計画面積

（ha）

整備面積

（ha）

整備率

（％）

公共下水道

（東部処理区）
3,221.5 1,392.6 43.2

流域下水道

（下流処理区）
2,845.1 806.4 28.3

流域下水道

（上流処理区）
3,928.7 1,090.8 27.8

計 9,995.3 3,289.8 32.9

※ 整備面積とは、計画に基づいた排水路が整備され、その排水路に雨水
が流入する区域の面積

※ 整備率（％）＝整備面積（ha）÷計画面積（ha）×100

浸水対策① 19

長野市の雨水排水施設整備計画と整備状況



浸水対策②

ポンプ場 雨水調整池

雨水渠布設工事

雨水ポンプ場 14箇所

雨水調整池 ８箇所

雨 水 渠 184km

雨水施設の状況
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寺尾ポンプ場 北堀雨水調整池

平成28年度末

雨水対策事業例



防災・減災対策 21



経営健全化

第五次長野市総合計画

長野市下水道10年ビジョン【改訂版】
平成29年度～38年度

【基本施策】下水道の持続・強靭な下水道・健全な経営

長野市下水道総合地震対策計画
長野市下水道長寿命化計画

長野市下水道事業経営戦略
平成29年度～３８年度

施策を反映

施策の実施計画

計画を反映施策を反映
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経営基盤の強化



事業の効率化①

公共下水道区域 農業集落排水区域

施設統廃合概念図

Ｔ

Ｔ

接続管路
処理場廃止
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施設の統廃合による将来の維持管理経費の削減

公共下水道への接続管路を布設し

農業集落排水処理場を廃止する



事業の効率化②

平成30年度 ： 実施設計

平成31年度 ： 接続工事
～32年度

平成33年度 ： 公共下水道として供用

接続管路 L=500m

二ツ石処理場
（廃止）公共下水道区域

二ツ石農業集落
排水区域
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Ｔ

二ツ石地区接続図

Ｐ

マンホールポンプ設置



事業の効率化③ 25

農業集落排水統廃合検討箇所図

凡例

統廃合検討箇所


